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２０２４年１月２９日 
一般社団法人 日本在外企業協会  

帯同子女が低年齢化 

～「第 13回 海外・帰国子女教育に関するアンケート」調査結果報告～ 

 

一般社団法人日本在外企業協会（会長：上野幹夫・中外製薬㈱特別顧問、以下、日外協とす

る）は、2023年に会員企業を対象に標記アンケート調査を実施した。この度、その集計結果が

まとまったので下記の通り報告する。 

 

記 

 

１．調査の趣旨 

本報告書は会員企業の海外派遣社員数、家族帯同派遣者数、海外子女数、海外子女の教育相

談への企業の対応、および様々な今日的問題点（日本人学校・補習授業校・現地校・インタ

ーナショナルスクール・就学前教育・帰国子女教育に加え女性社員の海外駐在）などの把握

を行い、海外・帰国子女教育の充実に資することを目的としている。また、隔年で同じ調査

を行うことにより変化や傾向を探る狙いもある。 

 

２．調査方法 

日外協会員企業のうち、235社(2023年 10月現在)にアンケート調査票をインターネットアン

ケートシステム上での回答をお願いした。 

 

３．回答記入者 

上記企業の国際人事部門 

 

４．調査期間 

2023 年 11月 7日(火)～12月 8日(金)  

 

５．回収状況 

235 社のうち 112社から回答（回収率 47.7％）  

 

６．お問合わせ先 

当調査に関するご意見ならびにご質問に関しては下記までお願いします。 

 日本在外企業協会 国際人事センター 日高 英彦  

  TEL: 03-3567-9271 / FAX: 03-3564-6836 

     E-mail: hidaka-h@joea.or.jp  

 調査結果の引用などその他については、同 広報部 須藤 真 sudo@joea.or.jp 



 2 

７．アンケート結果のトピックス 

 今回、女性社員の海外派遣に関する設問を新しく実施した。海外派遣者に占める女性社

員の比率は 4％であった。女性の海外駐在員の課題としては「海外赴任中の出産、休暇に

関する制度の整備」67％、「就学前の児童の保育施設の不足とシッター手配の難しさ、費

用負担」62%、「女性海外駐在員の帯同家族（夫、他家族）に関する制度の整備」60％な

どが挙げられている。 

 

 海外派遣者の家族帯同についての会社の考え方は「完全に本人に任せている」が 80％と

もっとも多い（前回調査より 16%増加）。 

 

 1社あたりの海外派遣者数は 353人、新型コロナウイルス感染症が蔓延する前の前々回調

査（2019年実施）と比較して 18％増加しており、コロナ禍の前回調査（2021 年実施）と

の比較は 36％増加した。また 1社あたりの家族帯同派遣者数は 159 人、コロナ禍前の

前々回調査（2019年実施）と比較して 20％増加、コロナ禍の前回調査（2021 年実施）と

の比較は 61％と大きく増加した。1社あたりの帯同子女数も 175人とコロナ禍前の前々

回調査から 7％、コロナ禍の前回調査から 39％増している。 

 

 １帯同家族あたりの海外子女数は 1.10 人と前回および前々回調査から減少している。ま

た、家族帯同派遣者の年代別構成では 20代と 30代の合計の比率が若干下がっている。

一方、帯同子女の内訳は、未就学児・幼稚園児の割合が増えるなど、年齢層が下がって

いる傾向がみられる。 

 

 社員のための海外・子女教育相談に関して、「社内に相談窓口はない」が 71％と高いが前

回調査(78%)からは減少。赴任前に「海外子女教育に関わる情報提供」も 69％の企業が 

「いつも提供している」と回答し、10 ポイント増加。このことから企業の対応が進んで

いると推察される。 

 

 就学前教育の課題について「日本語の教育」が 41％から 52％「教育制度の違い」が 12％

から 33％に増加する一方、「現地情報の収集」が 31％から 19％と大幅に減少している。 

 

 帰国子女教育に関する要望・問題点については「帰国子女適応教育の充実」が 31％から

39％、「制度や時期の違いによる不便性」が 49％から 52％に増加している。一方で、「入

試制度の柔軟化」が 36％から 30％と減少している。 
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（図 3）                            

 

 

[４] 女性海外派遣者の帯同家族の状況について（有効回答数 98社） 

女性海外派遣者が子女を帯同する割合は、家族帯同派遣者数全体の 159名中 4名で 3％と

少ない。 

またその課題については、女性海外派遣社員の「海外赴任中の出産、休暇に関する制度の

整備」に 67％の回答が集まった。その次に「就学前の児童の保育施設の不足とシッター手配

の難しさ、費用負担」62％、「女性海外駐在員の帯同家族（夫、他家族）に関する制度の整

備」60％でこの設問に関する課題認識の大きさが見てとれる。（図 4）        
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＜自由記入欄の回答＞ 

・ 0 才～3 才の帯同子女に対する補助を出す制度にしたが国内勤務者との公平性に課題があ

る。 

・ 制度が未整備。海外派遣者は男性、配偶者帯同若しくは単身赴任が前提のため、根本から

の議論が必要。 

・ 現時点において女性海外派遣者はいない。またかかるケースを想定した準備、課題整理は

していない。 

・ 子女のみの帯同は認めておらず、家庭のある女性の海外派遣は前例のない事態が予想され

る。 

・ ちょうど制度面での整備の検討を始めたところ。 
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